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＜組織・機構＞ 
 

 

（１）改正の背景 

〇 本県は、毎年度、多額の県債を発行しており、県債残高や減債基金残高が増加す

る中、資金の調達などの結果が県財政に大きな影響を与えることとなる。 

〇 特に、円安、物価、金利など経済環境が不安定さを増す中にあって、金利動向や

経済状況、金融市場の状況等を見極めながら、安定的な県債発行、資金調達を行う

必要がある。 

 

（２）改正の内容 

〇 2023 年４月１日から、資金の調達・運用に関する企画業務を強力に推進するとと

もに、宝くじ等の外部資金の積極的な確保等についての調整力を一層強化するため、

「資金企画課」を設置する。 

 なお、「財政課」の課内室として設置している「財務資金室」は、廃止する。 

 

◆組織の新旧比較◆ 

現  行 改 正 案 

総 務 局 

  財務部 

   財政課 

     財務資金室 

総 務 局 

  財務部 

   財政課 

   資金企画課 

◆課の主な事務◆ 

課  名 主 な 事 務 

資金企画課 

・資金の調達及び運用に関する企画調整に関する業務 

・県債の借入れ及び償還に関する業務 

・当せん金付証票に関する業務 

・名古屋競輪組合に関する業務 

・一時借入金の借入れ及び償還に関する業務 

 

  

組 織 ・ 機 構 の 改 正 に つ い て 

１ 資金企画課の設置について（総務局） 
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（１）改正の背景 

〇 本県では、海外のスタートアップ機関や大学等と連携したイノベーション創出の

取組を積極的に進めており、これまで複数の国や地域の機関等とＭＯＵを締結し、ス

タートアップの育成や海外市場への展開支援等の取組を着実に実施してきた。 

〇 今後は、新たな国・地域との連携や人材交流等、海外スタートアップ支援機関との

連携促進や STATION Ai の開業に向けた海外への情報発信、イノベーションの創出に

係るグローバル展開への支援を強化・充実していく必要がある。 

（２）改正の内容 

〇 2023年４月１日から、イノベーションの創出に向けた海外との連携を円滑かつ強

力に推進するため、「海外連携推進課」を設置する。 

 

◆組織の新旧比較◆ 

現  行 改 正 案 

 経済産業局 

革新事業創造部 

イノベーション企画課 

         スタートアップ推進課 

 

経済産業局 

革新事業創造部 

イノベーション企画課 

         スタートアップ推進課 

     海外連携推進課 

◆課の主な事務◆ 

課  名 主 な 事 務 

海外連携推進課 

・イノベーション創出に係るグローバル展開支援に関する 

業務 

・海外スタートアップ支援機関との連携に関する業務 

・STATION Aiに関する海外情報発信に関する業務 

 

  

２ 海外連携推進課の設置について（経済産業局） 
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（１）改正の背景 

〇 愛知県新体育館について、2025 年夏のオープンを見据え、アジア・アジアパラ競

技大会を始めとしたスポーツの国際大会や、全国レベルのコンサート、イベント、コ

ンベンション等の拠点として、世界トップクラスのアリーナとするため、着実に業務

を推進する必要がある。 

 

（２）改正の内容 

〇 2023 年４月１日から、新体育館のオープンを見据え、国際スポーツ大会などの誘

致に向けた推進体制を強化するため、「愛知国際アリーナ課」を設置する。 

なお、「競技・施設課」の課内室として設置している「新体育館室」は、廃止する。 

 

◆組織の新旧比較◆ 

現  行 改 正 案 

 スポーツ局 

スポーツ監 

競技・施設課 

新体育館室  

スポーツ局 

スポーツ監 

競技・施設課 

愛知国際アリーナ課  

◆課の主な事務◆ 

課  名 主 な 事 務 

愛知国際アリーナ課 

・新体育館の整備の推進に関する業務 

・新体育館の運営の準備に関する業務 

・新体育館に関するスポーツ振興及び地域振興に関する

業務 

 

  

３ 愛知国際アリーナ課の設置について（スポーツ局） 
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（１）改正の背景 

〇 不登校や中途退学の経験者、外国にルーツを持つ生徒への支援など多様化する教

育ニーズに対応するため、学校教育と社会教育を連携し、これまで以上に教育政策全

体を総合的・横断的に推進する体制を整備する必要がある。 

〇 県立高校への中高一貫教育の導入について、2025年４月の第一次導入校４校、2026

年４月の第二次導入校６校の開設に向けて、教育内容や施設整備等の多岐にわたる

検討や準備を迅速に進めていく必要がある。 
 

（２）改正の内容 

〇 2023年４月１日から、「高校改革室」が所管する業務及び「教育企画室」が所管す

る教育振興基本計画等の業務を「生涯学習課」へ移管し、「あいちの学び推進課」に

名称変更する。併せて、同課の課内室として、「中高一貫教育室」を設置する。 

  なお、「高校改革室」及び「教育企画室」は、廃止する。 

〇 これに伴い、「学習教育部」を「教育部」に名称変更する。 
 

◆組織の新旧比較◆ 

現  行 改 正 案 

教育委員会事務局 

管 理 部  総務課 

        教育企画室 

学習教育部  生涯学習課 

 

高等学校教育課 

            高校改革室 

教育委員会事務局 

管 理 部  総務課 

 

教 育 部  あいちの学び推進課 

       中高一貫教育室 

      高等学校教育課 

◆各課室の主な事務◆ 

課室名 主 な 事 務 

あいちの学び推進課 

・教育振興基本計画に関する業務 

・県立高等学校再編将来構想に関する業務 

・新たな時代に対応した定時制・通信制教育に関する業務 

・夜間中学校設置に関する業務 

・生涯学習に関する業務 

・社会教育に関する業務 

中高一貫教育室 ・中高一貫教育制度の導入に関する業務 

 

４ 教育委員会事務局の組織の見直し（学習教育部及び生涯学習課の名称変更等）について 


